
＜様式１＞

28 年 9 月 30 日

【PLAN（計画）】

～

無

【DO（実施）】

※財源内訳中の「その他」には、保険料・寄付金・基金・利用料等の収入を記入しています。

平成 28 年度事務事業評価表（一般事業・継続）
No.

54

事務事業名 総合行政ネットワーク運営管理事業 作成日 平成

部局名 総務部

基 本 目 標

060101

持続可能な行財政運営と市民協働の推進 課 名 情報推進課

政 策 効率的で開かれた行政運営の推進 課 長 名 毛利　友一 内線 382

施 策 効率的な行政運営の推進 担当者名 藤永　彩花 内線 384

会計 一般会計

関 連 施 策

款 2 総務費

個 別 計 画 第二次情報化推進計画 項 1 総務管理費

事 業 類 型 2 内部管理事務

意　図
対象をどのような状態
にしたいか

　LGWAN（総合行政ネットワーク）を利用して安全で迅速な文書交換、情報交換・共有をすることにより、行政事務
の簡素化・効率化を図る。

電子計算費

事業コード 020200 総合行政ネットワーク運営管理事業

15 年度 年度 実　施　方　法

重 点 事 業 目 11

対　象　（者）
誰（何）に対して事業を
行うか

行政事務

27年度 28年度

事　業　概　要
意図を達成するために
実施することは何か

　地方公共団体の組織内ネットワークを相互に接続したネットワークを構築し、さらに国の各府省のネットワーク（霞
が関WAN）とも接続することで、電子メールや公的個人認証、電子申告システムなどの高度な情報の利用を可能
とし、マイナンバー制度や住民基本台帳ネットワークの通信基盤となる通信ネットワークを整備する。

直営

根拠法令、要綱等 第二次大村市情報化推進計画、高度情報通信ネットワーク社会形成基本法

事　業　期　間 平成

計画値

平成

国・県補助事業に
係る本市単独施策

指 標 名 （ 上 段 ： 名 称 / 下 段 ： 算 定 式 等 ） 単位 25年度 26年度 備　考

活
動
指
標

①
LGWANを利用できるパソコン台数

計画値
台

897

②

909 868 70 LGWAN専用パソ
コンを課１台程度
設置することによ
る減少。

実績値 909 868 916

達成度 ％ 101.3% 95.5% 105.5%

実績値

達成度 ％

成
果
指
標

①
メールの送信数（月）

計画値
件

8,500 9,600 5,800 1,600 LGWAN-ASPを
利用した電子申
請システムの廃
止、及び職員の
個人メールアドレ
スはLGWANメー
ルを使用しない運
用に変更すること
による減少見込
み。

実績値 9,500 5,718 4,153

8,000

達成度 ％ 111.8% 59.6% 71.6%

②
メールの受信数（月）

計画値
件

8,200 9,200

達成度 ％ 112.0%

6,500

実績値 9,181 7,953 7,144

86.4% 89.3%

年 度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 全　体　計　画

① 事 業 費 ( 千 円 ） 1,809 1,595 1,034 17,711 3,555 3,555 3,555 0

国 庫 支 出 金 7,470

県 支 出 金

地 方 債 7,440

3,555 3,555

そ の 他

事業内容 備　考

一 般 財 源 1,809 1,595 1,034 2,801 3,555

職 員 人 数 （ 人 ） 0.30

② 人 件 費 （ 千 円 ） 2,384 1,893 1,771 2,545 事業内容 事業内容

嘱 託 等 人 数 （ 人 ）

4,193 3,488 2,805 20,256

0.25 0.25

LGWAN維持
管理事業

LGWAN維持
管理事業

0.35

LGWAN維持
管理事業

時間外勤務（時間） 2 4 0

フルコスト（①＋②千円）

No.1



＜様式１＞

【CHECK（評価）】

※事業類型が１～３に該当する事業については妥当性及び有効性の評価は記入しておりません。

【ACTION（改善・改革】

意
見
等

内
容

※１次評価は事業担当課長等、２次評価は２次評価委員会によって行われます。

事業の進捗状況
昨年度の評価から、どのような取組
をしましたか（昨年度の【ACTION】
の改善・改革の進捗等）

　LGWAN　B装置（振り分けサーバ）の入替えを行った。また、コンビニ交付等今後のLGWAN回線の重
要度が増すことを考慮し、LGWAN回線の増強を図った。

事業が抱える問題・課題等
セキュリティを強化するため、インターネット系とLGWAN系のネットワークを分割し、メールサーバ・DNS
サーバ及びウイルス対策連携サーバを設置し総合行政ネットワークの安定運用に努めなければならな
い。

妥
当
性

【必要性】 高い やや高い やや低い 低い 該当なし

【市の関与】 高い やや高い やや低い 低い 該当なし

有
効
性

【事業成果】 高い やや高い やや低い 低い 該当なし

【施策貢献度】 高い やや高い やや低い 低い 該当なし

効
率
性

【コスト】 削減の余地なし 削減の余地あり 該当なし

今後の方向性 担当者意見のとおり

　国、県、市町村との電子文書のやりとりには、セキュリティの高い閉ざされたネットワークであるLGWANを利用しなければならな
い。回線使用料、機器保守料、賃借料のいずれも必要最小限の費用であり削減できない。

【負担割合】 見直しの余地なし 見直しの余地あり 該当なし

今後の方向性 現状維持

内容
今後の方向性のもとで、どのような
取組をするか（課題や問題点等に
対する取組など）

　LGWAN系のメールサーバとウイルス対策連携サーバを設置し、総合行政ネットワークの安定運用に努
める。

効果
事業の改善・改革によって期待され
る効果は何か

　通信の安定及びセキュリティ強化が見込まれる。

２
次
評
価

対象外 今後の方向性

終期設定 終期設定
１
次
評
価

No.2


